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かわら版をご覧の皆様こんにちは。春風の心地よい季節となりました。新年度を迎え、皆さまの 
ご健康とご活躍を心よりお祈り申し上げます。 

今回は、食事支給の非課税限度額の改正についてお知らせいたします。 

 「食事の支給による経済的利益はないものとする場合」（所基通 36－38 の 2）の改正により、従業員等への食事の 

支給に係る経済的利益の所得税の非課税限度額が「月額 3,500 円」から「月額 7,500 円」に引き上げられました。 

 また、深夜勤務に伴う夜食代としての金銭支給の非課税限度額も「深夜勤務に伴う夜食の現物支給に代えて支給する 

金銭に対する所得税の取扱いについて」の改正により、「1 回の支給額が 300 円」から「1 回の支給額が 650 円」に 

引き上げられています。 

 いずれの改正も、令和 8 年 4 月 1 日以後に支給すべき食事又は金銭に適用するとされています。 

 

 上記の通達改正以外にも、タックスアンサーの「食事を支給したとき」や「食事を支給したときの非課税限度額の判定」、 

「在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQ（源泉所得税関係）」が更新されました。 

 

食事の支給による経済的利益が非課税となる要件（所基通 36－38 の 2） 

要件①:役員又は使用人から実際に徴収している対価の額が、食事の価額の 50％相当額以上であること。 

要件②:食事の価額からその実際に徴収している対価の額を控除した残額が月額 7,500 円以下であること。 

 

【事例】 

役員や使用人に 1 か月当たり、次のとおり、弁当の提供による食事の支給をした場合 

イ:弁当の価額 900 円(税込 税率 8％) 

ロ:上記イについて、役員や使用人が負担している金額 450 円 

ハ:1 か月における弁当の提供をした日数 20 日 

 

Ⅰ.計算 

  弁当の提供 9,000 円 ＝ ((900 円-450 円)×20 日) 

 

Ⅱ.Ⅰから消費税等の額を除いた金額 

  弁当の提供 8,330 円 ＝ (9,000 円×100/108) ※10 円未満の端数切捨て 

 

Ⅲ.食事を支給したときの非課税限度額(7,500 円)の判定 

 上記Ⅱが非課税限度額を超える(8,330 円＞7,500 円)のため、使用者が支給した食事の価額から 

役員や使用人の負担している金額を控除した残額の月額 9,000 円(上記Ⅰ)が給与として課税されます。 

 
       （出典：税務通信 3893 号 2026 年 3 月 23 日 

           税務通信 3895 号 2026 年 4 月 6 日 

    参考：国税庁 HP タックスアンサー NO.2594) 
                 


